
                                 （参考資料）      

四国管内各県の世帯普及率の推移 

          

都道府県別の世帯普及率の状況 

       

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±２～４％前後。
（注２）（ ）内は前回の順位

地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （12月浸透度調査）

9
7
.8

%
9
7
.4

%
9
7
.3

%
9
7
.2

%
9
7
.1

%
9
6
.9

%
9
6
.8

%
9
6
.8

%
9
6
.7

%
9
6
.7

%
9
6
.4

%
9
6
.3

%
9
6
.1

%
9
6
.0

%
9
5
.6

%
9
5
.5
%

9
5
.5

%
9
5
.5

%
9
5
.4

%
9
5
.3

%
9
5
.3

%
9
5
.1

%
9
5
.1

%
9
5
.1

%
9
4
.9

%
9
4
.8

%
9
4
.7

%
9
4
.7

%
9
4
.4

%
9
4
.1

%
9
3
.9

%
9
3
.8
%

9
3
.7

%
9
3
.6

%
9
3
.6
%

9
3
.4

%
9
3
.3

%
9
2
.3

%
9
2
.2

%
9
2
.2

%
9
1
.8

%
9
1
.6

%
9
1
.4
%

9
0
.8

%
9
0
.7

%
8
9
.9

%
8
8
.9

%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

三
重
県

岐
阜
県

新
潟
県

千
葉
県

大
分
県

宮
崎
県

和
歌
山
県

愛
知
県

山
梨
県

兵
庫
県

福
岡
県

栃
木
県

富
山
県

山
口
県

奈
良
県

香
川
県

鳥
取
県

熊
本
県

東
京
都

京
都
府

長
野
県

埼
玉
県

秋
田
県

広
島
県

静
岡
県

山
形
県

福
井
県

神
奈
川
県

滋
賀
県

岡
山
県

福
島
県

高
知
県

群
馬
県

大
阪
府

愛
媛
県

佐
賀
県

岩
手
県

鹿
児
島
県

北
海
道

茨
城
県

長
崎
県

島
根
県

徳
島
県

青
森
県

宮
城
県

石
川
県

沖
縄
県

8.9ポイント

目標ライン 96.0％
全国平均 94.9％
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世帯年収別、世帯構成年齢別の世帯普及率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低所得世帯への地デジチューナーの支援 
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世帯構成年齢別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率

（%）

世帯年収別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率

（%）

（注） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±１～２％前後。

前回調査※の結果 前回調査※からの増分

地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －世帯年収別、世帯構成年齢別の状況－

年収が200万円未満の世帯において世帯普及率が特に上昇し、８７．７％となった。その結果、全世帯の普及率

との差は、前回調査※ （１０．０ポイント）から２．８ポイント減少し、７．２ポイントとなった。また、高齢者（６５歳以

上）のみで構成される世帯における世帯普及率は９５．９％であり、前回調査※と同様、全世帯の普及率と同程

度であった。

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2010年9月）
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低所得世帯への地デジチューナーの支援 【支援拡大】

①ＮＨＫ受信料全額免除の世帯
（H21からの継続）

②市町村民税非課税世帯（H22補正、23拡充）

【支援内容】
・簡易なチューナーの無償給付
・電話サポート

●公的扶助受給世帯（生活保護世帯等）
●障害者であって、かつ世帯全員が市町村民税非課税世帯
●社会福祉事業施設入所世帯

【支援内容】
・「簡易なチューナーの無償給付、アンテナ改修等」
・訪問設置・操作説明
・共同受信施設やケーブルテレビを利用する場合は、
デジタル化に伴う改修費のうち支援を受ける世帯の
負担に相当する額を給付

②の世帯
全国約６５０万（想定）

①ＮＨＫ受信料
全額免除の世帯
全国約２８０万

市町村民税非課税世帯
全国約９３０万（想定）


